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技術検定試験制度の改正について

はじめに
　建設業法（昭和24年法律第100号）第27
条に基づく技術検定は、施工技術の向上を
図るため、建設業者の施工する建設工事に
従事し又はしようとする者について実施し
ている試験になります。技術検定は、土木
施工管理、建築施工管理、管工事施工管理
等の６種目について１級・２級の別に、学
科試験及び実地試験によって行われていま
す。技術検定に合格した者は、１級土木施

工管理技士、１級建築施工管理技士、１級
管工事施工管理技士等を名乗ることがで
き、工事現場で技術上の管理を行う監理技
術者、主任技術者になることができます。
　技術検定試験の受検にあたっては学歴に
応じて一定の実務経験が必要となってお
り、例えば１級試験については大学指定学
科卒業後３年、短大・高専指定学科卒業後
５年、高校指定学科卒業後８年の実務経験
が必要となっております（表１）。
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表１　受検に必要な実務経験年数
（土木、建築、電気工事、管工事、造園）
１級の受検資格（令第27条の５第１項）

２級の受検資格（令第27条の５第２項）

学 歴 等
受検に必要な実務経験年数※１

指 定 学 科 指 定 学 科 以 外
大 学 卒業後３年以上 卒業後４年６ヶ月以上
短期大学、高等専門学校 卒業後５年以上 卒業後７年６ヶ月以上
高 等 学 校 卒業後８年以上※２ 卒業後11年６ヶ月以上
中 等 学 校 卒業後15年以上
２級技術検定合格者 ２級合格後３年以上※２

学 歴 等
受検に必要な実務経験年数
指定学科 指定学科以外

学科試験 実地試験
大 学 条件なし※３ 卒業後１年以上 卒業後１年６ヶ月以上
短期大学、高等専門学校 条件なし※３ 卒業後２年以上 卒業後３年以上
高 等 学 校 条件なし※３ 卒業後３年以上 卒業後４年６ヶ月以上
上 記 以 外 ８年以上

※１
１級については、上記実務経験年数のう
ち、１年以上の指導監督的実務経験年数
を必要とする。
※２

「専任の監理技術者のもとの実務経験２
年以上」を満たさない場合には、＋２年
の実務経験を必要とする。

※３
試験と同年度に卒業見込み
の者は、学科試験のみ受検
することが可能
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　近年、若手入職者の減少、技術者の高齢
化が進んできており、建設産業の将来の担

い手となる若手技術者の確保が急務となっ
ています。（図１）

　こういった状況を踏まえ、優秀な若手技
術者を確保する観点から、技術検定試験制
度の資格要件の見直しを行っております。
本稿では、近年の主な技術検定制度の資格
要件の緩和と今後の検討項目についてご紹
介します。

　見直し内容
（１）１級技術検定試験の受検資格の緩和
　平成26年度の技術検定試験より、１級技
術検定試験を受検する場合、２級技術検定
に合格した者については、２級に合格した
後５年の実務経験が必要となっておりまし
たが、建設企業が若手技術者に対して監理
技術者に必要な技術力や指導力を早期に習
得させる取組みを評価し、一定の要件を満
たす実務経験を積んだ者については、早期
に受検することが可能となるようになりま
した。
　具体的には、専任の監理技術者の配置が
必要な工事に配置され、監理技術者の指導
を受けた２年以上の実務経験を含む場合に
は、２級技術検定合格後に必要な実務経験

技術検定試験の
受検者・合格者数の減少

【1級技術検定の受検者・合格者数】
H17→H26

受検者 ２９％減
合格者 ２３％減

建設業の若手技術者の減少
【24歳以下の入職者】 11.9万人 ⇒ 5.2万人

【離職率】高卒43.7% 大卒27.6％

（H14) （H21）

（就職後3年以内、H21.3卒業者）

５６％減

監理技術者の高齢化
【監理技術者資格者証保有者数】

H17→H26
全体 ３％増

30歳未満 ５３％減
60歳以上 １０５％増

図１　若手入職者の減少と技術者の高齢化

年数を２年短縮し、全体で３年の実務経験
で受検することが可能となります。（ただ
し、従来要件となっている指導監督的実務
経験１年以上も引き続き必要となります。）
さらに、高等学校指定学科卒業者で実務経
験のみで受検する者についても、同様の経
験を有する場合には、１級技術検定の受検
にあたり必要な実務経験年数を２年短縮
し、全体で８年の実務経験で受検が出来る
ようになりました。

（２）�２級技術検定の学科試験合格者の学
科試験免除の有効期間の延長

　土木、建築、電気工事、管工事、造園の
種目については、高校等の指定学科卒業者
及び卒業見込み者については、実務経験を
積むことなく学科試験を受検することが可
能となっており、在学中に受検することも
可能となっております。この場合に、学科
試験に合格した後の学科試験について、例
えば、高校指定学科卒業者については、高
校を卒業後、６年以内に行われる連続する
２回が免除され、実地試験を受検すること
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ができることとなっていました。近年、進
学する者が増加しているような状況を踏ま
え、資格取得の意欲が高く、技術者に必要
な技術力取得に前向きである者について評
価するために、平成26年度の技術検定試験
より、高校卒業後、大学等の指定学科に進
学した者について、その年数を２年延長す
ることとしました。また、同様に短大、専
門学校等の指定学科に進学した場合につい
ても、有効期間が延長されました。
　
（３）�２級施工管理技術検定試験の試験地

区の拡大
　平成27年度の技術検定試験より、工業高
校生等の若手受検者の利便性の向上によ
る、受検機会の拡大につなげるため、２級
施工管理技術検定試験（学科のみ受検）の
試験地区の拡大を行いました。具体的に
は、建築施工管理・電気工事施工管理は６
地区、管工事施工管理・造園施工管理は１
地区を追加しております。

（４）�実務経験年数算定基準の緩和
　平成27年度の技術検定試験より、技術検
定の受検に必要な実務経験について、従来
は受検申込時で計算しておりましたが、学
科試験の前日までで計算することができる
ようになりました。さらに、２級合格者が
１級を受検する際は、必要な実務経験につ
いて、従来は合格証明書交付日より計算し
ておりましたが、合格発表日より計算でき
ることとなりました（図２）。これらの変
更により実務経験を有する者は半年以上の
早期受検が可能となります。
 詳細については、各試験の受験の手引き
や、試験を実施している試験機関（表２）
のホームページ等でご確認ください。

表２　技術検定種目と各指定試験機関一覧

種目 試験機関
建築・
　電気工事 一般財団法人建設業振興基金

土木・管工事
　・造園

一般財団法人
　　全国建設研修センター

建設機械施工 一般社団法人
　　日本建設機械施工協会

実務経験

申込 試験
（学科・実地）

合格
発表

2級受検
（1年間）

卒業 申込 試験
（学科）

試験
（実地）

１級受検
（1年間）

実務経験 実務経験

実務経験現状

見直し

4/14～28 10/25 4/1～15 7/5 10/4 2/下旬2/4【H27土木スケジュール】

合格証
交付

3/中旬

合格
発表

1/19

合格証
交付

図２　実務経験年数算定基準の緩和
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（５）�２級技術検定（学科試験）の早期受検
　平成28年度の技術検定試験より、２級の
すべての種目に関して、工業高校等指定学
科卒業者、普通高校等指定学科外卒業者の
別に関わらず、実務経験なしで学科試験の
受検が可能となるように検討しております。
　この見直しにより、若手受検者の早期受
検が可能となることによる建設業界への就
職支援と、若手技術者の早期離職の防止を
図ろうと考えております。本件について
は、改正に向けた手続きを進めているとこ
ろです（図３）。

　今後の検討項目
　引き続き、建設産業の担い手確保・育成
に向けた取組みを行って参ります。

→ 主任技術者

２級学科

高校

① ② ③高校卒
（指定学科）

２級学科
実務経験

２級実地

１年前倒し

22 23 24 25 2615才 16 17 18 19 20 21

→ 主任技術者

高校

4.5① ② ③ ④

２級学科
２級実地

高校卒
（指定学科以外）

２級学科
実務経験

７年前倒し

（指定学科以外）

工業高校等
指定学科

普通高校等
指定学科以外

図３　２級技術検定（学科試験）の早期受検


